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最近米国の経済･経営雑誌を読んでいると Sus-

tainability（サステナビリティ：持続可能性），

Circular Economy（サーキュラー・エコノミー：

循環経済），Circular Supply Chain（サーキュ

ラー・サプライ・チェーン：循環型供給連鎖）と

いう新しい概念が流行っている。日本語訳は，英

語の文字をそのままカタカナにしたものと日本語

に翻訳されたものが共存する。いろいろな経済・

経営学的な概念の発展を歴史的にたどってみる

と，多くの場合，西欧の国々（イギリス，オラン

ダ，ドイツ等）に生い立ちを持ち，その概念が米

国で理論化・精緻化され，その時点で英語圏（特

に米国）のマスメディアを通して世界に伝わって

いくことが多い。日本では，それらの概念が英語

で入ってくるので，そのままカタカナで記した

り，日本語に翻訳したり，ないしは両方を組み入

れた複合語として一般化されていくことが多い。

日本でもこれらの概念は既に一般化し使われ始

めている。何故このような概念が盛んに使われる

ようになったのか。それは，第 2次大戦後の著し

い世界経済成長の結果，プラスチック廃棄物によ

る海洋汚染，化石燃料（石炭，天然ガス，石油）

消費の急増により気候変動等，地球規模での環境

破壊が進んだことに起因する。環境問題に対処す

る方法として，前述のような概念が盛んに検討さ

れ始めたからである。今までの経済活動は，企業

が製造し消費者が消費，そして最終的には廃棄す

るという「線形経済（Linear Economy）」のパラ

ダイムに基づいていた。この一方通行に資源を使

う産業活動が自然環境や社会全般に及ぼす悪影響

に対する懸念から，1977 年にスイスの産業人，

Stahel と Reday-Mulvey が欧州委員会への報告

書の中で「循環経済」（Circular Economy），つ

まり，製造，再利用，再製造，そして再生資源化

（ここでは単純にリサイクリングと言う言葉を使

う）という考え方を提唱し

た。循環経済は，今まで最終

的に廃棄物になっていたもの

を新たな資源として循環さ

せ，資源の投入を最小限に抑

え，廃棄物，汚染，および二酸化炭素の排出を削

減するという産業システムである。その一環で，

Circular Supply Chain（私は，複合語の「循環型

サプライチェーン」という言葉を使う）と言う概

念が誕生している。現在，国連が掲げている 17

項目の SDGs（Sustainable Development Goals：

持続可能な開発目標）と共通する素晴らしい概念

である。

関心があるので，私自身の既存の知識を基に調

べ直し，多少深めてみた。その結果に基づいて，

今後の循環型サプライチェーンの発展可能性を推

測してみる。ある意味では最も初歩的かつ先駆的

とも言える循環型サプライチェーン構築の事例と

して，アルミ缶，ガラスびん，ペットボトル，プ

ラスチック廃棄物のリサイクリング・プログラム

を例に取り，国際比較をして見よう。ある最近の

調査によると，アルミ缶の回収率は一般的に多く

の国で高く，ポーランドが 79％，日本が 77％，

イタリアが 72％，米国が 55％と発表されている。

米国のガラスびんの回収率は約 33％と低く，ス

イスやドイツなどの西欧諸国の 90％，日本の

75％の回収率と比べるとかなり見劣りがする。一

方，ペットボトルの回収率は，日本が 86％と世

界で最も高く，欧州連合（EU）が 40％で，米国が

20％に留まっている。直接並行して国際比較でき

る統計情報はないが，プラスチック廃棄物の回収

率は，それぞれ日本が 86％（Statista, 2022 年），

EUが 33％（Economist, 2021 年），米国ではわず

か 5％（The Guardian, 2022 年）とされている。

3 地域の測定値は出し方に多少の違いがあるた
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め，直接比較は慎重に行う必要がある。しかしプ

ラスチック廃棄物の回収率の差の大きさには驚き

を隠しきれない。この大きな違いは，必ずしも技

術ノウハウの欠如の結果ではなく，国や地方自治

体の規制ガバナンスの欠如，および企業と消費者

のリサイクリングへの関心度の差によるものだ。

製品，部品，そしてその他の生産材料の複雑性

が増すほど，リサイクリングが難しくなることが

当然予想される。それにもかかわらず，多くの企

業が循環経済に向かって戦略的に努力をしていこ

うとする姿勢を見せているのも事実だ。リサイク

リングへの努力はサプライチェーン管理の改善を

促し，循環経済を構築していくのに大きな役割を

果たすのではなかろうか。一方では，全体の資材

のうち回収できず廃棄されてしまう割合は何と

40％もあるのが現状だ。循環型サプライチェーン

を真に構築するには，企業とサプライヤーが共同

してリサイクリングに取り組む必要がある。

例えば，部品の真の再生には，部品に新たな寿

命を与え，元の工場出荷時と同様の状態に戻すこ

とが必要だ。つまり，再生品の品質と寿命は新し

い部品と同じでなければならない。真の再生部品

は，最終製品の効率を維持し生産リードタイムを

短縮することができるので，循環経済を可能にす

るのに重要な役割を果たすことができる。しか

し，2017 年の GEODIS サプライチェーンの世界

調査では，6 割強の製造会社がサプライチェーン

の「可視化」（つまりサプライヤーの部品の質を正

しく評価できること）ができず，ほんの 1割半の

製造会社だけがサプライヤーの生産活動を正しく

把握しているに過ぎないという結果が出ている。

つまり，再生部品の入手可能性や品質保証が可視

化できていないことがサプライチェーンを管理す

る製造会社側の大きな問題の一つとなっている。

その上に，最近流行しているアウトソーシングに

見られるように法律や規制が異なる複数の国々の

サプライヤーから部品を調達している現状を加え

ると，この問題が何重にも複雑化することが予想

される。更にその上に，一般消費者のリサイクリ

ングに対する関心度が国々によって異なることを

考慮すると，実際に機能する循環型サプライチェー

ンを実現することの可能性はまだまだ遠い先のよ

うに思えてくる。

欧州でこのようなリサイクリング活動が始ま

り，米国がその概念を精緻化し世界に紹介してい

く。その過程で，日本のリサイクリング活動が欧

州の達成度に接近し（むしろ追い抜き），静かに

世界をリードしていっている。前述のリサイクリ

ングのデータから分かるように，日本の回収率が

一般的に米国よりもはるかに高い主な理由は，厳

格な容器包装リサイクル法が 1997 年に一部施行

され，2000 年に完全施行されているからである。

また日本がグループ（共存）志向の高い文化を

持っていることが，日本の消費者が米国の消費者

よりもリサイクリングへの関心度・参加率を高く

している背景にあるのかもしれないし，隣近所の

目，即ち居住界隈の社会的圧力が高いからなのか

もしれない。一方，米国にはそのようなリサイク

リングに関する国レベルでの連邦規制はなく，州

ごとに違いのある独自の規制となっており，実施

の段階で統一性に欠ける。企業レベルで見ると，

より高度な製造産業の中で，特に複雑で何層もあ

るサプライヤーの部品製造を「可視化」すること

で世界的に高い評価を受けているのは日本のトヨ

タの RESCUE（REinforce Supply Chain Under

Emergency）プログラムである。循環型サプラ

イチェーンを可能にするノウハウを持っているの

で，関心のある読者は参照されたい。

私の見解では，循環型サプライチェーンの概念

の生い立ちはともかく，政府レベルでも企業レベ

ルでも，そして消費者レベルでも，その方向への

努力の結果が世界的に優れているのは日本なのだ

から，日本はそのノウハウを世界に積極的に紹介

していく役割を担っていくべきだと思う。
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